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新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に 係 る 介 護 サ ー ビ ス 事 業 所 の 人 員 基 準 等 の

臨 時 的 な 取 扱 い に つ い て （ 第 2 6報 ）  
  
 

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に 係 る 介 護 サ ー ビ ス 事 業 所 の 人 員 基 準 等 の

臨 時 的 な 取 扱 い に 関 し ま し て は 、 令 和 3年 7月 2 0日 付（ 介 6 9）文 書 に て 第 2 5

報 の ご 連 絡 を 申 し 上 げ た と こ ろ で す が 、今 般 、厚 生 労 働 省 よ り 、 当 該 臨 時

的 な 取 り 扱 い に 関 す る 第 2 6報 が 発 出 さ れ ま し た の で ご 連 絡 申 し 上 げ ま す 。 

 今 般 の 事 務 連 絡 で は 、要 介 護 高 齢 者 等 が 、新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 陽 性 と な

り 自 宅 療 養 を 行 う 場 合 、医 師 が 一 時 的 に 頻 回 の 訪 問 看 護 を 行 う 必 要 が あ る

と 認 め 、特 別 訪 問 看 護 指 示 書 を 交 付 す る こ と は 可 能 で あ る 旨 が 示 さ れ て お

り ま す 。  

な お 、 当 該 訪 問 看 護 指 示 書 に つ い て は 、 令 和 3年 8月 1 2日 付 （ 保 1 2 3） 文

書「 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に 係 る 診 療 報 酬 上 の 臨 時 的 な 取 扱 い に つ い

て （ そ の 5 3） 」 を ご 参 照 く だ さ い 。  

ま た 、介 護 サ ー ビ ス を 利 用 す る 要 介 護 高 齢 者 等 が 自 宅 療 養 と な っ た 場 合

に お い て 介 護 サ ー ビ ス を 提 供 し た と き に 、通 常 の 介 護 サ ー ビ ス の 提 供 で は

想 定 さ れ な い か か り 増 し 費 用 が 発 生 し た 場 合 は 、 「 令 和 3年 度 新 型 コ ロ ナ

ウ イ ル ス 感 染 症 流 行 下 に お け る 介 護 サ ー ビ ス 事 業 所 等 の サ ー ビ ス 提 供 体

制 確 保 事 業 」の 活 用 に つ い て 、事 業 所 の 所 在 す る 都 道 府 県（ 一 部 の 地 域 で

は 指 定 都 市 又 は 中 核 市 ） へ お 問 い 合 わ せ い た だ き た い と の こ と で す 。  

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご 了知の上、郡市区医

師会および会員への周知方につきご高配を賜りますよ うお願い申し上げます。  

 

 

【添付資料】  

〇介護保険最新情報 vol.1002 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時

的な取扱いについて（第 26 報）  
（ 令 3.8. 11  事 務 連 絡  厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 、 認 知 症 施 策 ・ 地 域 介 護

推 進 課 、 老 人 保 健 課 ）  



 

介 護 保 険 最 新 情 報 

 

 

 

 

 

Vol.1002 

令和３年８月 11 日 

厚 生 労 働 省 老 健 局 

高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課 

 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室） 
各介護保険関係団体      御 中 
← 厚生労働省 高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課 

今回の内容 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サ

ービス事業所の人員基準等の臨時的な取

扱いについて（第 26 報） 

計２枚（本紙を除く） 

 

連絡先  T E L  : 03-5253-1111(内線 3971、3979、3948、3989) 

F A X  : 03-3595-4010 

 



 

 

事 務 連 絡  

令和３年８月11日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局）御中 

   中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課   

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な 

取扱いについて（第26報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱いに

ついては、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて」（令和２年２月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第 26 報）」を送付いたしますので、管内市町村、サービス

事業所等に周知を図るようお願いいたします。 

 

  



 

 

問 要介護高齢者等が、新型コロナウイルス陽性となり、自宅療養を行う場合、

医師が一時的に頻回の訪問看護を行う必要があると認め、特別訪問看護指示

書を交付することは可能か。 

（答） 

可能である。 

なお、当該訪問看護指示書については、「新型コロナウイルス感染症に係る診療

報酬上の臨時的な取扱いについて（その 53）」（令和３年８月 11 日保険局医療課事

務連絡）を参照いただきたい。 

また、介護サービスを利用する要介護高齢者等が自宅療養となった場合におい

て介護サービスを提供したときに、通常の介護サービスの提供では想定されない

かかり増し費用が発生した場合は、「令和３年度新型コロナウイルス感染症流行下

における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業」の活用について、事

業所の所在する都道府県（一部の地域では指定都市又は中核市）へお問い合わせい

ただきたい。 

 




